
証券コード１３０１

平成25年６月７日

株 主 各 位
東京都港区赤坂三丁目３番５号

代表取締役社長 多 田 久 樹

第90回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第90回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席下さいますようお願い申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法により議決権を行使する

ことができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討下さいまして、

平成25年６月24日（月曜日）午後５時45分までに議決権をご行使下さいますようお願

い申し上げます。

【郵送（書面）による議決権行使の場合】
　 同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使
　期限までに到着するようご返送下さい。

【インターネットによる議決権行使の場合】
　 50ぺ一ジから51ぺ一ジに記載の「インターネットによる議決権行使のご利用上
　の注意点」をご確認の上、当社指定の議決権行使ウェブサイト
　(http://www.evote.jp/)にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表
　示された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用の上、画面の案内に従っ
　て各議案に対する賛否をご入力下さい。

　 敬 具
記

1. 日 時 平成25年６月25日（火曜日）午前10時
（受付開始時刻は午前９時を予定しております。開会間際は大変

混雑いたしますので、お早めにお越し下さい。）

2. 場 所 東京都千代田区平河町二丁目４番１号
都市センターホテル（日本都市センター会館内）
３階 コスモスホール
（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）
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3. 目 的 事 項

報告事項 1. 第90期〔平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで〕事業報告の内容、連結計算書類の

内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告

の件

2. 第90期〔平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで〕計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役11名選任の件

第４号議案 監査役１名選任の件

第５号議案 補欠監査役１名選任の件

　 招集にあたっての決定事項

　 議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された

　 場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。

　 また、インターネットによって議決権を複数回行使された場合は、最後の議

　 決権行使を有効とさせていただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ
い。
　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場
合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kyokuyo.co.jp）に掲載さ
せていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告 （平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外景気の減速や円高により輸出が大

幅に減少したことから弱含みに推移しておりましたが、新政権発足後には強力な

金融緩和や経済成長戦略に対する期待から、株価は上昇基調に転じ為替相場も円

高修正が進みました。しかしながら不安定な欧州金融情勢や日中関係の悪化、先

の見えないエネルギー政策など、今後の見通しは依然として不透明な状況となっ

ております。

水産・食品業界におきましても、消費者の生活防衛意識による節約志向、デフ

レ経済の長期化による低価格志向が継続した結果、個人消費の盛り上がりには力

不足の展開となりました。

このような状況のもとで当社グループは、中期経営計画『パワーアップキョク

ヨー2015』をスタートさせ、「キョクヨーグループの優位性を強化、拡充し、安

心・安全で競争力のある商品の提供により、グループ企業価値の最大化を実現す

る」ことを基本目標に据えて、目標達成に向けて取り組んできました。

次にセグメント別の事業概況をご報告します。

（水産商事セグメント）

水産商事セグメントでは、チリ銀鮭の供給過剰による市況下落が他の魚種に波

及し、上半期は水産物全般の市況が総じて低調に推移しましたが、下半期は年末

需要もあり国内販売環境は好転しました。このような状況のもとで、加工原料を

積極的に取り扱い、定塩さけ製品やかに・えびの剥き身などの付加価値商品の拡

販に努めたことにより、売上は前期を下回りましたが、利益は前期を上回りまし

た。

この部門の売上高は812億円（前期比7.7％減）となりました。

（冷凍食品セグメント）

冷凍食品セグメントにおける水産冷凍食品事業は、寿司種を中心とした生食用商

品を大手回転すしチェーン向けに、またさばを中心とした骨なし切身、煮魚、漬け

魚などの加熱用商品を老健食や宅配向けに拡販を行いました。調理冷凍食品事業は

量販店やコンビニ向けに、白身魚などの水産フライ類やえび加工品及びかに風味か

まぼこなどの拡販を図りました。その結果、この部門の売上は前期を上回りました

が、販売競争の激化や生産コストの上昇により、利益は前期を下回りました。
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この部門の売上高は505億円（前期比4.0％増）となりました。

（常温食品セグメント）

常温食品セグメントでは、生産設備の復旧が進んだ国内協力工場の水産缶詰、

ツナ缶などの輸入缶詰や畜肉缶詰、海産珍味類などを大手コンビニルートや量販

店に向けて拡販するとともに、新規商材の開発に努めました。その結果、売上は

前期を上回りましたが、原料価格高騰により、利益は前期を下回りました。

この部門の売上高は154億円（前期比7.7％増）となりました。

（物流サービスセグメント）

物流サービスセグメントにおける冷蔵倉庫事業では、営業力強化と事業の効率

化に努めました。冷蔵運搬船事業は、バナナ輸送の年間契約獲得を図るとともに、

船隊編成のスリム化、コスト削減に努めました。その結果、売上は前期に届かな

かったものの、損失額は大幅に縮小しました。

この部門の売上高は34億円（前期比2.5％減）となりました。

（鰹・鮪セグメント）

鰹・鮪セグメントにおける海外まき網事業は、漁獲量の増加や堅調な魚価のも

と順調に推移いたしました。

本鮪の養殖事業は、「本鮪の極」の品質に対する評価も高く、水揚げも順調に進

みました。また事業の安定化を目的として、本鮪を始めとする水産物の種苗生産

から親魚の養成を含めた養殖、販売までの一連の業務を行う合弁会社、極洋日配

マリン㈱を設立しました。

かつお・まぐろ加工及び販売事業は、国内外からの原料調達ルートの拡充によ

り安定的な原料確保を図り拡販に努めましたが、利益面では原料価格の高止まり

による利益率の低下や販売競争激化の影響を受けました。これらの結果、部門全

体の売上高は前年同期並みとなり、利益は前期を上回りました。

この部門の売上高は272億円（前期比0.02％増）となりました。

以上の結果、当社グループの売上高は1,780億４千６百万円（前期比2.1％減）、

経常利益は22億６千２百万円（前期比32.5％増）、当期純利益は12億６千９百万円

（前期比200.0％増）となりました。

なお、当社単独における売上高は1,606億１千万円（前期比3.1％減)、経常利益

は13億９千２百万円（前期比26.0％減)、当期純利益は８億６百万円（前期比20.0

％増）となりました。
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　(2) 設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資額は17億円であります。

　(3) 資金調達の状況

当連結会計年度におきましては、資金調達手段の多様化を目的として短期社債

(電子ＣＰ)を100億円発行しております。
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　(4) 対処すべき課題

わが国経済は、デフレ脱却に向けた新政権の大胆な金融、財政、成長戦略のア

ナウンスメント効果から、徐々に明るさが見え始めてきております。しかし水

産・食品業界を取り巻く環境は、日本人の魚離れが進むなか、少子高齢化による

国内マーケットの縮小もあり販売競争はますます激化の一途を辿っております。

加えて、海外から調達する水産原材料のコストは、資源管理強化による供給量の

減少や最近の急激な円安などの影響を受け上昇傾向にあり、収益を圧迫する要因

となりつつあります。一方消費者の低価格志向は根強いものの、ここへ来て価値

観、ニーズの多様化を背景に、より安心・安全・便利でおいしい食品を求める動

きが見られるようになり、新たなビジネスチャンスの到来となっております。

こうしたなか今年度当社グループは、中期経営計画『パワーアップキョクヨー

2015』(2012年度～2014年度)の２年目を迎えます。『加工戦略』『グローバル戦略』

を更に深化させ、グループ会社間の相乗効果を最大限に発揮するべく『シナジー

戦略』を加えた３つを基本方針とし、来年度の最終目標達成に向けて取り組んで

まいります。

各部門の課題と施策は次の通りであります。

水産商事セグメントにおいては、これまで培ってきた水産物についての豊富な

経験と国内外サプライヤーとの持続的な関係強化により、質の高い水産物の安定

的な供給を維持してまいります。また安心・安全な商品の開発を徹底して推し進

め、お客様のニーズを的確に捉えた高付加価値製品の取り扱いを高めてまいりま

す。更に欧米・東南アジアの海外現地法人のネットワーク化により三国間貿易の

取り組みを強化し、海外マーケットの深耕を図るなどして、資源調達力及びグル

ープ内の協業体制の強化を図ります。

冷凍食品セグメントにおいては、業務用にとどまらず市販商品分野への本格参

入を目指して商品開発を進めるとともに、常温食品を含む市販向け新ブランドを

立ち上げ、更なる事業フィールドの拡大を目指します。また当社の強みである寿

司関連事業の強化を図るため、国内外における生産体制強化及び海外展開を進め

ている取引先との連携強化に取り組んでまいります。同時に加熱用商品の拡充や

価格訴求品の投入により、市場の確保を進めてまいります。

常温食品セグメントにおいては、国内外の加工拠点の確保に努め、その上で、

海外まき網事業にて漁獲した原料から一貫生産している鰹缶詰や、大手量販店・

コンビニのPBも含めた特色のある商品の拡販を進めてまいります。珍味加工事業

においては、当社の強みを生かした幅広い製品アイテムの拡充を図り、プレゼン

スを高めてまいります。
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物流サービスセグメントにおいては、冷蔵倉庫事業において取引先のニーズに

的確に応える体制を構築するとともに、一層の営業力強化を推進してまいります。

冷蔵運搬船事業は今後もなお一層の経費削減に努めるとともに、船隊のオペレー

ション効率を上げ、長期契約の獲得に向けて取り組んでまいります。

鰹・鮪セグメントにおいては、漁獲、養殖、国内外における買付から加工、販

売まで一貫した体制のもと収益安定化を図ります。海外まき網事業では、漁場の

確保と操業効率の向上、高付加価値製品の生産に努めてまいります。本鮪の養殖

事業は順調に推移しているものの、天然種苗確保に対する規制は今後益々厳しく

なると想定されますので、本鮪はじめ水産物の完全養殖に向けた研究を一層進め、

ノウハウの蓄積に努めてまいります。国内外における買付では、国際的な資源管

理が強化されるなか永年に亘り取引実績のある仕入先との信頼関係を礎に、今後

とも良質な原料の調達を図ってまいります。加工及び販売面では高付加価値商品

の開発に努めるとともに、在庫管理の更なる強化により、収益の安定化を図って

まいります。

管理面につきましては、当社の企業理念、行動指針に基づき、企業倫理、法令

遵守などのコンプライアンス体制の強化を推進してまいります。また、全社的な

物流業務の改善・改革、在庫の管理強化によるコスト削減などの効率的運営を進

めてまいります。さらに、自己資本比率の向上、キャッシュ・フローの改善、有

利子負債やリスク資産の削減などによって財務体質の強化に取り組むとともに、

環境に配慮した経営の徹底、災害時に事業を早期復旧し継続できる体制の整備を

進めてまいります。

以上により、消費者に安心・安全な食品を提供し続けることを責務とし、安定

的な収益の確保及び財務体質の改善を推進することによって、企業価値の向上と

社会貢献を図ってまいりますので、なお一層のご理解とご支援を賜りますようお

願い申し上げます。
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　(5) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第87期

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

第88期

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

第89期

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

第90期

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 145,778 162,731 181,885 178,046

経 常 利 益 2,550 1,783 1,707 2,262

当 期 純 利 益 1,086 58 423 1,269

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

10円27銭 55銭 4円03銭 12円08銭

総 資 産 64,301 76,925 84,937 83,245

純 資 産 18,538 17,555 17,212 18,683
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　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
(百万円)

議 決 権 比 率
(％)

主 要 な 事 業 内 容

キョクヨー秋津冷蔵㈱ 80 100 冷蔵倉庫業

極洋海運㈱ 200 100 海上運送業

極洋商事㈱ 60 100 水産物・農畜産物等の買付販売

極洋食品㈱ 100
100

(10.0)
冷凍食品・チルド食品の製造

極洋水産㈱ 192 100
海外まき網漁業、かつお・
まぐろの加工及び冷蔵倉庫業

キョクヨー総合サービス㈱ 10 100 保険代理店業

極洋日配マリン㈱ 90
50

(10.0)
まぐろその他水産物の養殖・
加工及び販売

キョクヨーフーズ㈱ 30 100 冷凍食品・チルド食品の製造

極洋フレッシュ㈱ 90 100
まぐろその他水産物等の加工
及び販売

キョクヨーマリン愛媛㈱ 30 100
まぐろその他水産物の養殖・
加工及び販売

キョクヨーマリンファーム㈱ 30
100

(16.7)
まぐろその他水産物の養殖・
加工及び販売

エス・ティー・アイ㈱ 200 100
水産物・農畜産物等の輸入及び
国内販売

海洋フーズ㈱ 40 100
さけその他水産物等の加工及び
販売

サポートフーズ㈱ 50 45 冷凍食品・チルド食品の製造

㈱ジョッキ 60 100 海産物珍味の製造及び販売

Kyokuyo America Corporation
(米国)

千米ドル
3,000 100 水産物等の買付販売

K&U Enterprise Co.,Ltd.
(タイ)

百万バーツ
120 50 冷凍食品の製造及び販売

青島極洋貿易有限公司
(中国)

千米ドル
200 100 水産物等の買付販売

Kyokuyo Europe B.V.
(オランダ)

千ユーロ
250 100 水産物等の買付販売

(注) 1. 当社の連結子会社は上記19社を含む26社であり、持分法適用関連会社は2社です。
2. 議決権比率の（ ）内は、間接所有割合（内数）であります。
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③ その他

平成24年11月、本鮪を始めとする水産物の種苗生産から親魚の養成を含めた

養殖、販売まで一連の業務を行う合弁会社、極洋日配マリン㈱を設立し、関係

会社(連結子会社)としました。

　(7) 企業集団の主要な事業内容

事業の種類別
セグメントの名称

主 要 な 事 業 内 容

水 産 商 事 当社及び極洋商事㈱他において水産物の買付及び販売を行っております。

冷 凍 食 品 当社及び極洋食品㈱他において冷凍食品の製造及び販売を行っております。

常 温 食 品
当社及び㈱ジョッキ他において缶詰・海産物珍味の製造及び販売を行っており
ます。

物流サービス キョクヨー秋津冷蔵㈱他において冷蔵倉庫業及び海上運送業を行っております。

鰹 ・ 鮪
当社及び極洋水産㈱他において鰹・鮪の漁獲、養殖、買付及び加工、販売を行
っております。

そ の 他 キョクヨー総合サービス㈱他において保険代理店業等を行っております。
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　(8) 企業集団の主要な営業所及び工場等

㈱極洋

本社 東京都港区

支社
札幌市・仙台市・東京都港区・名古屋市・
大阪市・広島市・福岡市

研究所 宮城県塩釜市

キョクヨー秋津冷蔵㈱
本社・事業所 大阪市

事業所 東京都大田区・福岡市

極洋海運㈱ 本社 東京都中央区

極洋商事㈱ 本社 東京都港区

極洋食品㈱
本社・工場 宮城県塩釜市

工場 青森県八戸市・茨城県ひたちなか市

極洋水産㈱ 本社・工場 静岡県焼津市

キョクヨー総合サービス㈱ 本社 東京都港区

極洋日配マリン㈱ 本社 愛媛県南宇和郡愛南町

キョクヨーフーズ㈱ 本社・工場 愛媛県北宇和郡松野町

極洋フレッシュ㈱ 本社・工場 東京都江戸川区

キョクヨーマリン愛媛㈱ 本社 愛媛県南宇和郡愛南町

キョクヨーマリンファーム㈱ 本社 高知県幡多郡大月町

エス・ティー・アイ㈱ 本社 東京都港区

海洋フーズ㈱ 本社・工場 茨城県神栖市

サポートフーズ㈱ 本社・工場 北海道小樽市

㈱ジョッキ
本社・工場 東京都練馬区

工場 埼玉県本庄市・北海道北斗市

Kyokuyo America Corporation 本社 Seattle,Washington,U.S.A.

K&U Enterprise Co.,Ltd. 本社・工場 Ampur Muang,Samutsakorn,Thailand

青島極洋貿易有限公司 本社 中国青島市

Kyokuyo Europe B.V. 本社 Luchthaven Schiphol,The Netherlands
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　(9) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

事業の種類別
セグメントの名称

従業員数（人） 前期末比増減（人）

水 産 商 事 325 37

冷 凍 食 品 1,253 △144

常 温 食 品 366 22

物 流 サ ー ビ ス 70 8

鰹 ・ 鮪 307 12

そ の 他 27 △3

全 社 ( 共 通 ) 49 5

合 計 2,397 △63

(注)1.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員(期中平均雇用人員 1,213人)は含んでおりません。
2.従業員が減少しております主な要因は、冷凍食品事業におけるK&U Enterprise Co.,Ltd.にお
ける従業員減です。

② 当社の従業員の状況

区 分 人 員 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

職

員

人 人 歳 月 年 月

男 432 9 42 0 17 9

女 118 7 31 11 9 2

計または
平 均

550 16 39 11 15 12

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員（期中平均雇用人員91人）は含んでおりません。

　(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 残 高

億円

㈱ り そ な 銀 行 80

農 林 中 央 金 庫 56

三 菱 UFJ 信 託 銀 行 ㈱ 26

三 井 住 友 信 託 銀 行 ㈱ 25

(注) 当連結会計年度における借入残高は313億円であります。

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 20時21分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.40 20120314_01）



2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 437,000,000株

(2) 発行済株式の総数 109,282,837株

（内、自己株式数 4,248,359株）

(3) 株主数 27,784名

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 6,261 5.96

㈱ り そ な 銀 行 5,234 4.98

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 ㈱ 4,787 4.55

農 林 中 央 金 庫 4,450 4.23

東 洋 製 罐 ㈱ 3,150 2.99

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 ㈱ 2,245 2.13

カッパ･クリエイトホールディングス㈱ 2,100 1.99

極 洋 秋 津 会 1,764 1.67

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ 1,455 1.38

中 央 魚 類 ㈱ 1,399 1.33

(注) 1. 極洋秋津会は当社取引先持株会であります。
2. 当社の所有自己株式は4,248,359株であります。また持株比率は、自己株式を控除して計算

しております。
3. 上記所有株式のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、日本マスタートラスト信託

銀行㈱の全株は、信託業務に係る株式です。
4. 持株数は千株未満を、持株比率は小数点第3位をそれぞれ切り捨てて表示しております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 担当及び重要な兼職の状況

福 井 清 計 代表取締役会長ＣＥＯ

多 田 久 樹 代表取締役社長

門 田 憲 一 専 務 取 締 役 (管理部門統括、物流サービスセグメント管掌、総務部・業
務部・物流部・品質保証部・塩釜研究所担当）

今 井 賢 司 専 務 取 締 役 (事業部門統括、水産商事セグメント管掌、水産加工第一
部・水産加工第二部・水産加工第三部・海外事業部担当）

須 藤 時 広 常 務 取 締 役 (事業部門統括補佐、鰹・鮪セグメント管掌、鰹鮪事業部担
当）

上 居 隆 常 務 取 締 役 (冷凍食品セグメント・常温食品セグメント管掌、水産冷凍
食品部・調理冷凍食品部・商品開発部担当）

村 上 吉 男 常 務 取 締 役 (管理部門統括補佐、コンプライアンス担当、企画部・経理
部担当）

保 坂 正 美 取 締 役 (総務部長委嘱）

松 行 健 一 取 締 役 (常温食品部担当、常温食品部長委嘱）

雲 津 雅 行 取 締 役 (東京支社長委嘱）

※井 上 誠 取 締 役 (大阪支社長委嘱）

細 川 高 稔 常 勤 監 査 役

中 山 昌 生 常 勤 監 査 役

荒 砥 誠 監 査 役

※高 橋 義 明 監 査 役

(注) 1. ※印は、平成24年６月26日開催の定時株主総会で新たに選任され就任した取締役及び監査
役であります。

2. 平成24年６月26日付にて監査役久保光太郎氏は辞任いたしました。
3. 現任監査役のうち細川高稔及び中山昌生の両氏は、社外監査役であります。
4. 監査役細川高稔氏は東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
5. 監査役細川高稔及び中山昌生の両氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。
6. 平成25年４月1日付にて松行健一氏は取締役常温食品部担当、調理冷凍食品部長委嘱となり

ました。

　(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 11名 240百万円

監査役 5名 52百万円（内 社外監査役 2名 40百万円）

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 各取締役及び各監査役の報酬等の額は株主総会で決議された報酬枠の範囲内であります。
3. 上記には平成24年６月26日付にて辞任した監査役１名を含めております。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 20時21分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.40 20120314_01）



　(3) 社外役員に関する事項

① 監査役 細川高稔

ア. 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

イ. 当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会16回及び当期開催の監査役会６回の全てに出席し、長

年にわたる金融機関業務による知見から発言・助言をおこなっております。

② 監査役 中山昌生

ア. 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

イ. 当事業年度における主な活動状況

当期開催の取締役会16回及び当期開催の監査役会６回の全てに出席し、長

年にわたる金融機関業務による知見から発言・助言をおこなっております。

5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

井上監査法人

　(2) 報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31百万円

　 ② 当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき

　 金銭その他の財産上の利益の合計額 31百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報
酬等の額を含めております。
なお当社の重要な子会社のうちKyokuyo America Corporation、K&U Enterprise Co.,Ltd.、青
島極洋貿易有限公司、Kyokuyo Europe B.V.は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監
査法人 (外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けており
ます。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会社都合の場合の他、当社監査役会は、会社法第340条第１項に定められている

解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、若し

くは監督官庁から監査業務停止命令を受けるなど、当社の監査業務に重大な支障

をきたす事態が生じた場合には、取締役会に対して会計監査人の解任または不再

任に関する議案を株主総会に付議するよう請求いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制

当社取締役会は、以下の「内部統制システムの基本方針」を決議しております

（平成18年５月12日決議)。

なお、当社グループは市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは

断固として対決し、これらと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も

行わない旨を「キョクヨーグループ企業行動憲章」に定め、当社グループ役職員

全員に周知徹底するとともに、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、

事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体と

して速やかに対処できる体制を構築しております。

(内部統制システムの基本方針）

　 ① 当社の企業理念と行動指針

当社は以下の企業理念、行動指針を業務遂行にあたっての基本方針とする。

企業理念：人間尊重を経営の基本に、健康で心豊かな生活と食文化に貢献し社

会とともに成長することを目指します。

行動指針：1．お客様の満足を得る努力が行動の原点

2．一人ひとりの英知を結集、気力・体力を駆使し明日へチャレンジ

3．コスト意識の徹底、発想の転換

4．従業員・株主・社会にとり価値ある企業として発展

② 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制

ア. コンプライアンス体制の基礎として、当社の企業理念、行動指針に基づく

企業行動憲章およびコンプライアンス基本規則を定め、取締役・使用人に対

しその周知徹底を図る。

　 コンプライアンス担当取締役のもと、基本方針に基づきコンプライアンス

体制の構築、維持、向上を具体的に推進する組織として、専任の「内部統制

チーム」を設置し、グループ全体の横断的なコンプライアンス体制を整備す

る。

イ. 社長を委員長とする内部監査委員会のもと「内部監査チーム」は各部門の

コンプライアンスの状況を監査するとともに業務の改善を指導する。

ウ. 各部署においては、必要に応じて規則・ガイドラインの策定、研修の実施

を行うものとする。

エ. 取締役は当社における重大な法令違反、その他コンプライアンスに関する

重要な事実を発見した場合には直ちに監査役に報告するものとする。
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オ. 法令違反、その他コンプライアンスに関する事実についての社内通報体制

として、コンプライアンス担当部署長を直接の情報受領者とする内部通報シ

ステムを整備し、内部通報者保護規則に基づきその運用を行うこととする。

カ. 監査役は当社のコンプライアンス体制および内部通報システムの運用に問

題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めるこ

とができるものとする。

③ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）につ

いては、文書取扱規則等に基づき、適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・

管理することとし、定められた保存期間に従い、閲覧可能な状態を維持するこ

ととする。

④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア.「内部統制チーム」が事業に関連する全てのリスクを網羅する「リスク管理

規定」を作成し、リスクカテゴリー毎の責任部署、重点項目を定め、グルー

プ全体のリスクを網羅的、総括的に管理し、リスクの管理体制を明確化する。

イ.「環境保全リスク」については、社長を委員長とする環境保全委員会のも

と、グループ全社の環境保全体制を構築、維持、継続させる。

ウ.「品質安全リスク」については、「食品事故及び苦情に関する規則」等に基

づき、食品事故発生時には全社的にすみやかに対応できる体制を整備する。

また、国内、国外の協力工場に関しては品質・安全についての情報の共有化

を進める。

エ.「内部監査チーム」は、各部署毎のリスクの管理体制を監査し、その結果を

内部監査委員会に報告する。

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎

として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開

催する。

イ. 取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規則、りん議規則

において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続の詳細について定め

る。
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⑥ 当該株式会社並びにその親会社および子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

ア. 当社およびグループ会社における業務の適正を確保するため、企業行動憲

章をグループ全体の企業行動憲章と位置付け、これを基礎としてグループ各

社で業務の実態に対応した諸規程を定めるものとする。

イ. 系列会社管理規則に従い、グループ会社の経営管理を行う。取締役はグル

ープ会社において、法令違反、その他コンプライアンスに関する重要な事項

を発見した場合には、監査役に報告するものとする。

ウ. グループ会社は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、そ

の他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、「内部統制チーム」に

報告するものとする。「内部統制チーム」は直ちに監査役に報告を行うととも

に、意見を述べることができるものとする。監査役は意見を述べるとともに、

改善策の策定を求めることができるものとする。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア. 監査役の職務の補助は監査役会事務局が担当するものとする。

イ. 監査役から監査業務に関し必要な命令を受けた使用人は、その命令に関し

取締役その他の指揮命令を受けない。

⑧ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

ア. 取締役および使用人は監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当

社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項、内部監査の実施状

況、内部通報システムによる通報状況等についてすみやかに報告する体制を

整備する。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および

使用人に対して報告を求めることができることとする。

イ. 内部通報者保護規則により、内部通報システムの適切な運用を維持するこ

とにより、法令違反、その他コンプライアンス上の問題について監査役への

適切な報告体制を確保するものとする。

(2) 会社の支配に関する基本方針

当社は株式会社の支配に関する基本方針として『当社株式の大規模買付行為へ

の対応方針(買収防衛策)』を定めており、平成23年６月24日開催の第88回定時株

主総会において、その内容を一部変更するとともに平成26年開催の定時株主総会

終結の時まで継続することをご承認いただいております。
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当該方針の概要は下記のとおりです。なお詳細につきましては当社ホームペー

ジ掲載の「当社株式の大規模買付行為への対応方針(買収防衛策)の継続に関する

お知らせ」本文をご参照ください。

(参考ＵＲＬ http://www.kyokuyo.co.jp/ir/pdf/bouei110513.pdf)

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認めら

れており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった

場合においても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の意思に

より判断されるべきであると考えております。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本

理念、企業価値のさまざまな源泉、ならびに当社を支えるステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に

確保、向上させる者でなければならないと考えております。

従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切

な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

そのため、当社取締役会は、万一、当社の支配権の移転を伴う大量買付を意図

する者が現れた場合は、買付者に買付の条件ならびに買収した場合の経営方針、

事業計画等に関する十分な情報を提供させ、当社取締役会や、必要な場合には株

主がその内容を検討し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するための十分な

時間を確保することが、最終判断者である株主の皆様に対する当社取締役会の責

務であると考えております。

②基本方針の実現に資する取組み

当社は、上記基本方針に基づき、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させ

るための取組みとして、次の施策を実施しております。

ア.中期経営計画の策定

当社は、当社の企業価値、株主共同の利益を向上させるため、平成24年度か

ら平成26年度までの３ヵ年中期経営計画『パワーアップキョクヨー2015』を策

定し、『加工戦略』と『グローバル戦略』に新たに『シナジー戦略』を加えた３

つを基本方針として事業展開をしております。

イ．コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、コーポレート・ガバナンスに関しては、公正な経営を実現すること

を優先課題としています。取締役会・監査役会・会計監査人など法律上の機能

に加え、内部統制機能の強化により経営の透明性の向上とコンプライアンスを

徹底し、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することで、コー
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ポレート・ガバナンスの強化に努めております。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止する取組み

当社取締役会は、上記の基本的な考え方に立ち、大規模買付者が取締役会に対

して事前に必要かつ十分な情報提供をし、取締役会による一定の検討時間が経過

した後に大規模買付行為を開始するといった一定のルール(以下「大規模買付ルー

ル」といいます。)を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵守を求

めます。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合は原則として対抗措置はとり

ません。当該買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、ご判断いただく

ことになります。但し、買収行為が結果として会社に回復し難い損害をもたらす

など、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が

判断する場合には、取締役の善管注意義務に基づき、例外的に対抗措置を取るこ

とがあります。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具

体的な買付方法の如何にかかわらず、対抗措置をとり買収行為に対抗する場合が

あります。具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、その内容につきま

して速やかに開示いたします。

本プランの有効期限は平成26年６月に開催される定時株主総会となっておりま

すが、有効期限の満了前であっても、株主総会あるいは取締役会において本プラ

ンを変更、廃止する旨の決議が行われた場合は、その時点で変更、廃止されるも

のとします。本プランについて変更、廃止等の決定を行った場合には、その内容

につきまして速やかに開示いたします。

本プランにおける対抗措置の発動等の判断に際しては、当社の業務執行から独

立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重

するものとされています。

なお、取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業

価値・株主共同の利益を損なうものではなく、かつ当社経営陣の地位の維持を目

的とするものはないと判断しております。

ア．買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

イ．株主意思を重視するものであること

ウ．独立性の高い社外者の判断を重視していること

エ．合理的な客観的要件を設定していること

オ．独立した外部専門家の意見を取得していること

カ．デッドハンド型・スローハンド型の買収防衛策ではないこと
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(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主に対する適切な利益還元を経営の重要な課題のひとつと位置付け

ており、企業体質の強化及び将来の事業展開に備えるための内部留保の充実と利

益還元のための安定配当の継続を基本方針としております。

内部留保資金につきましては、有利子負債の削減に充当する一方、国内外の生

産及び販売拠点の強化、市場ニーズに応える商品開発、人材育成のための教育投

資、情報システムの強化、物流の合理化などに有効に活用する方針です。

当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を

行うことができる旨を定款で定めておりますが、当期の期末配当につきましては

１株当たり５円の普通配当といたしたく、本定時株主総会にお諮りいたします。

（注) 本事業報告中に記載の金額について、表示単位未満は切り捨て、比率は四捨五入により表示し
ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成25年３月31日現在)

科目 金額 科目 金額

(資 産 の 部) 百万円 (負 債 の 部) 百万円

流 動 資 産 62,467 流 動 負 債 49,345

現 金 及 び 預 金 3,888 支払手形及び買掛金 7,183

受取手形及び売掛金 22,579 短 期 借 入 金 23,191

リ ー ス 投 資 資 産 825 コマーシャル・ペーパー 10,000

商 品 及 び 製 品 27,426 リ ー ス 債 務 201

仕 掛 品 1,342 未 払 法 人 税 等 1,288

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,538 賞 与 引 当 金 707

繰 延 税 金 資 産 587 役 員 賞 与 引 当 金 14

そ の 他 2,306 そ の 他 6,758

貸 倒 引 当 金 △26

固 定 負 債 15,216

固 定 資 産 20,778 長 期 借 入 金 8,153

有 形 固 定 資 産 11,281 リ ー ス 債 務 826

建 物 及 び 構 築 物 3,450 退 職 給 付 引 当 金 5,832

機械装置及び運搬具 1,073 特 別 修 繕 引 当 金 98

船 舶 1,460 資 産 除 去 債 務 51

土 地 3,878 長 期 未 払 金 233

リ ー ス 資 産 1,115 そ の 他 20

建 設 仮 勘 定 2 負 債 合 計 64,562

そ の 他 301 (純資産の部)

株 主 資 本 18,512

無 形 固 定 資 産 575 資 本 金 5,664

の れ ん 196 資 本 剰 余 金 749

リ ー ス 資 産 20 利 益 剰 余 金 12,846

そ の 他 358 自 己 株 式 △747

その他の包括利益累計額 △75

投 資 そ の 他 の 資 産 8,920 その他有価証券評価差額金 △113

投 資 有 価 証 券 5,185 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 142

繰 延 税 金 資 産 2,963 為 替 換 算 調 整 勘 定 △104

そ の 他 782 少 数 株 主 持 分 245

貸 倒 引 当 金 △11 純 資 産 合 計 18,683

資 産 合 計 83,245 負債及び純資産合計 83,245

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 178,046

売 上 原 価 157,186

売 上 総 利 益 20,859

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,535

営 業 利 益 2,324

営 業 外 収 益

受 取 利 息 68

受 取 配 当 金 108

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3

補 助 金 収 入 135

雑 収 益 207 522

営 業 外 費 用

支 払 利 息 376

外 国 為 替 差 損 169

雑 損 失 38 584

経 常 利 益 2,262

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益 172

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1

国 庫 補 助 金 30 205

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 12

投 資 有 価 証 券 評 価 損 45

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

そ の 他 3 62

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,405

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,581

法 人 税 等 調 整 額 △441 1,139

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,265

少 数 株 主 損 失 3

当 期 純 利 益 1,269

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成24年４月１日残高 5,664 749 12,017 △747 17,683

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △525 △525

当 期 純 利 益 1,269 1,269

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

持分法の適用範囲の変動 85 85

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 829 △0 829

平成25年３月31日残高 5,664 749 12,846 △747 18,512

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成24年４月１日残高 △669 61 △109 246 17,212

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △525

当 期 純 利 益 1,269

自 己 株 式 の 取 得 △0

持分法の適用範囲の変動 85

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

556 80 5 △0 642

当 期 変 動 額 合 計 556 80 5 △0 1,471

平成25年３月31日残高 △113 142 △104 245 18,683

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等】
　1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 26社
連結子会社の名称
キョクヨー秋津冷蔵㈱、極洋海運㈱、極洋商事㈱、極洋食品㈱、極洋水産㈱、
キョクヨー総合サービス㈱、キョクヨーフーズ㈱、サポートフーズ㈱、
キョクヨーマリンファーム㈱、㈱ジョッキ、キョクヨーマリン愛媛㈱、
極洋フレッシュ㈱、海洋フーズ㈱、エス・ティー・アイ㈱、極洋日配マリン㈱、
Kyokuyo America Corporation、K&U Enterprise Co.,Ltd.、青島極洋貿易有限公司、
Kyokuyo Europe B.V.、他７社

　2. 持分法の適用に関する事項
　 (1) 持分法を適用した関連会社の数 ２社

持分法を適用した関連会社の名称
㈱新東京フード、インテグレート・システム㈱

　 (2) 持分法を適用していない関連会社の名称
KAPPA CREATE KOREA Co.,Ltd.

　 持分法を適用していない関連会社に対する投資については、連結純損益（持分に見合う額）及
　び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がない
　ため、持分法の適用範囲から除外しております。

　3. 連結子会社の連結会計年度に関する事項
　連結子会社のうち、Kyokuyo America Corporation、K&U Enterprise Co.,Ltd.、青島極洋貿易有
限公司、Kyokuyo Europe B.V. 、他３社の決算日は12月末日であります。連結計算書類の作成にあ
たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日までに生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っております。

　4. 会計処理基準に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券

そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法
デ リ バ テ ィ ブ 時価法
た な 卸 資 産 主として総平均法による原価法

　 なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げております。
　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

全ての建物、当社の賃貸事業用資産及び在外連結子会社の資産は定額
法によっております。また、物流サービス事業の船舶は定額法によっ
ております。その他は主として定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　建物及び構築物 13年～31年
　機械装置及び運搬具 ５年～13年
　船舶 ３年～20年

無 形 固 定 資 産
(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用
しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
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　 (3) 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支出に備えるため、当社及び国内連結子会社は、支給
見込額に基づき計上しております。

役 員 賞 与 引 当 金 役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に負担するべき額を
計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。会計基準変更
時差異（3,949百万円）は15年による均等額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしており
ます。

特 別 修 繕 引 当 金 船舶の特別修繕に要する費用の支出に備えるため、将来の修繕見積額
に基づき計上しております。

　 (4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　 ① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

　 ② 重要なヘッジ会計の方法
　 a. ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及び通
貨オプションについては、振当処理によっております。また、金利スワップ取引のうち、特
例処理の対象となる取引については、特例処理を適用しております。

　 b. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約取引、通貨オプション取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務、借入金及び借入金の利息

　 c. ヘッジ方針
為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨オプション取

引及び金利スワップ取引を利用しております。
　 d. ヘッジ有効性評価の方法

既に経過した期間についてのヘッジ対象とヘッジ手段との時価またはキャッシュ・フロー
変動額を比較する方法によっております。ただし、振当処理を採用している為替予約取引及
び通貨オプション取引、並びに特例処理を採用している金利スワップ取引については、有効
性の評価を省略しております。

　 ③ のれんの償却に関する事項
　のれんは、５年又は10年の定額法により償却しております。

④ 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更】
　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以
後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており
ます。
　これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽
微であります。

― 26 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 20時21分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.40 20120314_01）



【連結貸借対照表関係注記】
　1. 担保資産及び担保付債務
　 (1) 担保に供している資産

建物及び構築物 414百万円
機械装置及び運搬具 161　〃
船舶 1,035　〃
土地 505　〃
　 計 2,116　〃

　 (2) 担保設定の原因となる債務
短期借入金 530百万円
一年内返済長期借入金 347　〃
長期借入金 1,372　〃
　 計 2,250　〃

2. 有形固定資産減価償却累計額 16,398百万円
　3. 保証債務
　 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。
　 THE UNION FROZEN PRODUCTS CO.,LTD. 1,000百万円

　4. 圧縮記帳額
国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は、次の
とおりであります。

圧縮記帳額 93百万円
(うち、建物) 27　〃
(うち、構築物) 0　〃
(うち、機械装置及び運搬具) 64　〃
(うち、器具及び備品) 1　〃

【連結株主資本等変動計算書関係注記】
　1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度期首
株 式 数 (株)

当連結会計年度
増 加 株 式 数 (株)

当連結会計年度
減 少 株 式 数 (株)

当連結会計年度末
株 式 数 (株)

発行済株式数
　普 通 株 式

109,282,837 ― ― 109,282,837

　2. 配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年６月26日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 525 ５ 平成24年３月31日 平成24年６月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　 平成25年６月25日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当金の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

普通株式 525 利益剰余金 ５ 平成25年３月31日 平成25年６月26日
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【金融商品関係注記】
　1．金融商品の状況に関する事項
　 当社グループは、資金運用について短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入
　 により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理
　 規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上
　 場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。借入金の使途は運転資金(主と
　 して短期)及び設備資金(長期)であります。なお、デリバティブは、社内管理規程に従い、実
　 需の範囲で行うこととしております。
　2．金融商品の時価等に関する事項
　 平成25年３月31日（当連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
　 額については、以下のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
　 れるものは、次表には含めておりません。（(注２)を参照ください。）

(単位：百万円)

連結貸借対照表
時価（※1） 差額

計上額（※1）

(1)現金及び預金 3,888 3,888 ―

(2)受取手形及び売掛金 22,579 22,579 ―
(3)投資有価証券

その他有価証券 4,608 4,608 ―

(4)支払手形及び買掛金 (7,183) (7,183) ―
(5)短期借入金 (22,226) (22,226) ―
(6)コマーシャル・ペーパー (10,000) (10,000) ―
(7)長期借入金 (9,117) (9,072) △ 45
(8)デリバティブ取引(※2) 229 236 6

　 (※1)負債に計上されているものについては、( )で示しております。
　 (※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正
　 味の債務となる項目については（ ）で示しております。

　（注１）金融商品の時価算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 (1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額
　 によっております。
　 (3)投資有価証券
　 これらの時価について、株式取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他
　 有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は
　 以下のとおりであります。

(単位:百万円)

種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
株式 1,156 636 520

取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
株式 3,451 4,151 △ 700

取得原価を超えないもの

合計 4,608 4,788 △ 180
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　 (4)支払手形及び買掛金、(5)短期借入金、並びに(6)コマーシャル･ペーパー
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。なお、短期借入金のうち一年内返済長期借入金964百万円は、長期借入金に
含めております。

　 (7)長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

　 (8)デリバティブ取引
　 ①ヘッジ会計が適用されていないもの 該当するものはありません。
　 ②ヘッジ会計が適用されているもの

ア．通貨関連 (単位：百万円)

ヘッジ会計の
デリバティブ取引の種類等

主な
契約額 時価

当該時価の
方法 ヘッジ対象 算定方法

為替予約取引

売建 米ドル 売掛金 683 673

　 ユーロ 売掛金 0 0

為替予約の 先物為替相場

振当処理 によっており
ます

買建 米ドル 買掛金 4,594 4,821

合計 ― ―

　 契約額のうち１年を超えるものはありません。
　

イ．金利関連 (単位：百万円)

ヘッジ会計の
デリバティブ取引の種類等

主な
契約額

契約額等の

うち１年超
時価

方法 ヘッジ対象

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

(受取変動・支払固定)
長期借入金 3,860 3,612 (注)

　 (注)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
　 処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　（注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 577

上記については、市場価格がなく、且つ将来キャッシュ･フローを見積もること等ができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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【１株当たり情報関係注記】
1. １株当たり純資産額 175円54銭
2. １株当たり当期純利益 12円08銭

　 (注) 算定上の基礎
当期純利益 1,269百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る当期純利益 1,269百万円
普通株式の期中平均株式数 105,034千株

【その他の注記】
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年５月21日

株式会社 極 洋

　取 締 役 会 御中

井 上 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己㊞

業務執行社員 公認会計士 林 映 男㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社極洋の平成24年

４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社極洋及び連結子会社からなる企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

　 以上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第90期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担及び監査役会が参考に

すると定めた「日本監査役協会の監査基準」等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制について、その取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載

されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ

いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討

を加えました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた

しました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2.監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。

二 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三 内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報

告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組みは、当該基本方

針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成25年５月24日

　 株式会社 極 洋 監査役会

常勤監査役
社外監査役 細 川 高 稔㊞

常勤監査役
社外監査役 中 山 昌 生㊞

　 監査役 荒 砥 誠 ㊞

　 監査役 高 橋 義 明㊞
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貸 借 対 照 表
(平成25年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) 百万円 (負 債 の 部) 百万円

流 動 資 産 54,599 流 動 負 債 43,786

現 金 及 び 預 金 1,694 買 掛 金 6,534

受 取 手 形 21 短 期 借 入 金 17,621

売 掛 金 23,777 一 年 内 返 済 長 期 借 入 金 508

商 品 及 び 製 品 24,666 コマーシャル・ペーパー 10,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2 リ ー ス 債 務 43

前 渡 金 427 未 払 金 2,391

前 払 費 用 141 未 払 費 用 789

繰 延 税 金 資 産 407 未 払 法 人 税 等 632

短 期 貸 付 金 3,041 未 払 消 費 税 等 268

未 収 入 金 173 預 り 金 4,504

そ の 他 256 賞 与 引 当 金 484

貸 倒 引 当 金 △11 そ の 他 7

固 定 資 産 15,893

有 形 固 定 資 産 4,408

建 物 1,441 固 定 負 債 11,888

構 築 物 166 長 期 借 入 金 6,082

機 械 装 置 411 リ ー ス 債 務 55

船 舶 143 退 職 給 付 引 当 金 5,495

車 両 運 搬 具 2 資 産 除 去 債 務 29

器 具 及 び 備 品 227 長 期 未 払 金 204

土 地 1,922 そ の 他 21

リ ー ス 資 産 91

建 設 仮 勘 定 1

無 形 固 定 資 産 301 負 債 合 計 55,674

借 地 権 21 (純 資 産 の 部)

商 標 権 19 株 主 資 本 14,837

ソ フ ト ウ ェ ア 254 資 本 金 5,664

リ ー ス 資 産 5 資 本 剰 余 金 749

そ の 他 0 資 本 準 備 金 742

投 資 そ の 他 の 資 産 11,184 そ の 他 資 本 剰 余 金 7

投 資 有 価 証 券 4,692 利 益 剰 余 金 9,171

関 係 会 社 株 式 2,554 利 益 準 備 金 673

出 資 金 21 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,497

関 係 会 社 出 資 金 23 別 途 積 立 金 1,560

長 期 貸 付 金 682 繰 越 利 益 剰 余 金 6,937

長 期 未 収 入 金 550 自 己 株 式 △747

繰 延 税 金 資 産 2,156 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △19

預 け 保 証 金 487 その他有価証券評価差額金 △162

そ の 他 27 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 142

貸 倒 引 当 金 △11 純 資 産 合 計 14,818

資 産 合 計 70,492 負債及び純資産合計 70,492

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 160,610

売 上 原 価 144,168

売 上 総 利 益 16,441

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,451

営 業 利 益 990

営 業 外 収 益

受 取 利 息 92

受 取 配 当 金 431

外 国 為 替 差 益 76

雑 収 益 76 676

営 業 外 費 用

支 払 利 息 272

雑 損 失 2 274

経 常 利 益 1,392

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益 0

関 係 会 社 株 式 売 却 益 21 22

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 3

投 資 有 価 証 券 評 価 損 194

関 係 会 社 株 式 評 価 損 11 209

税 引 前 当 期 純 利 益 1,205

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 758

法 人 税 等 調 整 額 △359 398

当 期 純 利 益 806

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金

百万円 百万円 百万円

平成24年４月１日残高 5,664 742 7

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

平成25年３月31日残高 5,664 742 7

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成24年４月１日残高 673 1,560 6,656 △747 14,556

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △525 △525

当 期 純 利 益 806 806

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 281 △0 281

平成25年３月31日残高 673 1,560 6,937 △747 14,837
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益

百万円 百万円 百万円

平成24年４月１日残高 △795 61 13,822

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △525

当 期 純 利 益 806

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

632 80 713

当 期 変 動 額 合 計 632 80 995

平成25年３月31日残高 △162 142 14,818

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

　1. 重要な会計方針に係る事項
　 (1) 資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

子会社株式及び
関 連 会 社 株 式

移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
② デ リ バ テ ィ ブ 時価法
③ た な 卸 資 産 主として総平均法による原価法

　 なお、収益性の低下したたな卸資産については帳簿価額を切下げております。

　 (2) 固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産 （リース資産を除く）

定率法によっております。但し、建物と賃貸事業用資産については定額法によっておりま

す。

　 なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　 建物及び構築物 13年～31年

　 機械装置及び車両運搬具 ６年～13年

　 船舶 ７年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

　 ③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　 (3) 引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し

ております。

　 ② 賞与引当金
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度末に負担するべき額を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。会計基準変更時差異（3,949百万円）は15年による均等額を費用

処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。
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　 (4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 ① 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

　 ② ヘッジ会計の方法
　 a. ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及び通
貨オプションについては、振当処理によっております。また、金利スワップ取引のうち、特
例処理の対象となる取引については、特例処理を適用しております。

　 b. ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約取引、通貨オプション取引及び金利スワップ取引
ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務、借入金及び借入金の利息

　 c. ヘッジ方針
為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨オプション取

引及び金利スワップ取引を利用しております。
　 d. ヘッジ有効性評価の方法

既に経過した期間についてのヘッジ対象とヘッジ手段との時価またはキャッシュ・フロー
変動額を比較する方法によっております。ただし、振当処理を採用している為替予約取引及
び通貨オプション取引、並びに特例処理を採用している金利スワップ取引については、有効
性の評価を省略しております。

　 ③ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　2. 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更
当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

　 資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
　 これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であり
　 ます。

　3. 貸借対照表に関する事項
(1) 有形固定資産減価償却累計額 4,716百万円

　 (2) 保証債務
　 下記の会社の金融機関からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行っております。

極洋水 産 ㈱ 1,550百万円
㈱ジョ ッ キ 1,377　〃
そ の 他 5,682　〃

計 8,610　〃
　 (内 当社分担保証額 8,155百万円）

　 (3) 関係会社に対する金銭債権債務
① 短期金銭債権 6,628百万円
② 長期金銭債権 1,221　〃
③ 短期金銭債務 5,790　〃
④ 長期金銭債務 21　〃

　4. 損益計算書に関する事項
(1) 関係会社に対する売上高 20,210百万円
(2) 関係会社からの仕入高 30,753百万円
(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 422百万円
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　5. 株主資本等変動計算書に関する事項
　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 4,248,359株

　6. 税効果会計に関する事項
　 (1) 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

退職給付引当金 2,039百万円
賞与引当金 184　〃
役員退職慰労引当金 72　〃
商製品評価損 76　〃
未払事業税 54　〃
減損損失累計額 112　〃
その他有価証券評価差額金 89　〃
その他 189　〃
繰延税金資産小計 2,819　〃
評価性引当額 △168　〃
繰延税金資産合計 2,650　〃

　 (2) 繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延ヘッジ損益 87百万円
繰延税金負債合計 87　〃

　7. リースにより使用する固定資産に関する事項
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部の資産については、所有権移転外ファ
イナンス・リース契約により使用しております。
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　8. 関連当事者との取引に関する事項
　子会社及び関連会社等

種類 名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高役員の
兼任等

事業上の関係

％ 名 百万円 百万円

子会社 極洋海運株式会社
所有
直接100

転籍 1
出向 2
兼務 3

なし
資金の貸付
(注２)

100
短期貸付金 500

長期貸付金 600

子会社 極洋食品株式会社
所有
直接90
間接10

転籍 2
出向 1
兼務 5

当社は原料を販
売し、又当社は
製品を仕入れ

原料販売
(注３)

4,961 売掛金 1,130

子会社 極洋水産株式会社
所有
直接100

転籍 2
出向 1
兼務 3

当社は原料を販
売し、又当社は
製品を仕入れ

資金の預り
(注４)

― 預り金 3,900

債務保証
(注５)

1,550 ― ―

子会社 株式会社ジョッキ
所有
直接100

転籍 1
出向 1
兼務 2

当社及び子会社
は原料を販売
し、又当社は製
品を仕入れ

債務保証
(注５)

1,377 ― ―

子会社
Kyokuyo Shipping

Panama S.A
所有
間接100

兼務 4 なし
債務保証
(注６)

1,674 ― ―

子会社
K&U Enterprise

Co.,Ltd.
所有
直接50

出向 2
兼務 3

当社は原料を販
売し、又当社及
び子会社は製品
を仕入れ

原料販売
(注３)

1,467 売掛金 1,060

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１)取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等が含まれています。
(注２)資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注３)取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上決定しております。
(注４)資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、頻繁
　 に発生する取引のため、取引金額の記載を省略しております。
(注５)金融機関からの借入に対して債務保証を行ったものであります。なお、取引金額には債務保
　 証の期末残高を記載しております。
(注６)Kyokuyo Shipping Panama S.Aが締結している長期傭船契約に基づく裸借船料等の支払いに

対して債務保証を行ったものであります。なお、取引金額には債務保証の期末残高を記載し
ております。

　9. １株当たり情報に関する事項
(1) １株当たり純資産額 141円08銭
(2) １株当たり当期純利益 ７円68銭
　（算定上の基礎）
　 当期純利益 806百万円
　 普通株主に帰属しない金額 ―百万円
　 普通株式に係る当期純利益 806百万円
　 普通株式の期中平均株式数 105,034千株

10. 連結配当規制適用会社
　当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となりま
　す。

11. その他の注記
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年５月21日

株式会社 極 洋

　取 締 役 会 御中

井 上 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己㊞

業務執行社員 公認会計士 林 映 男㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社極洋の平

成24年４月１日から平成25年３月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書について監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 20時21分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.40 20120314_01）



　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

　

以 上

　

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
　 第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては当期の業績等を勘案した結果、１株に

つき５円とさせていただきたいと存じます。

　 (1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金５円 総額 525,172,390円

　 (2) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成25年６月26日

　 第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　インターネットの普及に鑑み、法務省令に定めるところに従い、株主総会

参考書類等をインターネットで開示することにより、みなし提供できるよう

変更案第15条（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）を

新設するものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。

　 （下線は変更部分）

現行定款 変更案

（新 設） （株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類

および連結計算書類に記載または表示

すべき事項に係る情報を、法務省令に

定めるところに従いインターネットを

利用する方法で開示することにより、

株主に対して提供したものとみなすこ

とができる。

第15条～第47条 （条文省略） 第16条～第48条 （現行どおり）
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　 第３号議案　取締役11名選任の件

　取締役全員（11名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役11名の選任をお願いするものであります。

　候補者は次のとおりであります。

番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の有する
当社の株式数

① 福 井
ふ く い

清 計
き よ か ず

(昭和14年９月17日生)

昭和37年４月 当社入社

180,000株

平成元年８月 当社東京支社長

平成２年６月 当社取締役東京支社長

平成６年６月 当社常務取締役営業部長

平成８年６月 当社専務取締役

平成16年６月 当社代表取締役社長

平成23年４月 当社代表取締役会長ＣＥＯ

現在に至る

② 多 田
た だ

久 樹
ひ さ き

(昭和23年１月19日生)

昭和45年４月 当社入社

60,000株

平成11年６月 当社企画部長

平成13年６月 当社総務部長 キョクヨー総合
サービス㈱代表取締役社長

平成14年６月 当社取締役総務部長

平成16年５月 当社常務取締役総務部長

平成16年10月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役

平成23年４月 当社代表取締役社長

現在に至る

③ 今 井
い ま い

賢 司
け ん じ

(昭和25年２月13日生)

昭和47年４月 当社入社

72,000株

平成12年４月 当社仙台支社長

平成16年６月 当社大阪支社長

平成18年６月 当社取締役大阪支社長

平成20年６月 当社常務取締役水産加工第１部長

平成21年６月 当社常務取締役

平成22年６月 当社専務取締役

現在に至る

④ 須 藤
す ど う

時
と き ひ ろ

広
(昭和23年10月22日生)

昭和47年４月 当社入社

79,000株

平成13年10月 当社水産部鰹鮪販売部長

平成15年４月 当社食品部食品第１部長

平成15年６月 当社取締役食品部長兼食品部食品第
１部長

平成16年６月 当社取締役食品部長

平成17年４月 当社取締役水産加工部長

平成18年４月 当社取締役水産加工第４部長

平成19年10月 当社取締役鰹鮪事業部長

平成21年６月 当社常務取締役鰹鮪事業部長

平成21年８月 当社常務取締役

現在に至る

― 46 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年05月22日 20時21分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.40 20120314_01）



番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の有する
当社の株式数

⑤ 上 居
か み い

　 隆
たかし

(昭和25年10月７日生)

昭和49年４月 当社入社

37,000株

平成15年４月 当社水産部水産第１部長

平成17年４月 当社水産加工部水産加工第１部長

平成18年４月 当社水産加工第１部長

平成20年６月 当社大阪支社長

平成21年６月 当社取締役大阪支社長

平成22年６月 当社常務取締役水産冷凍食品部長

平成23年４月 当社常務取締役

現在に至る

⑥ 村 上
む ら か み

吉 男
よ し お

(昭和26年５月29日生)

昭和49年４月 ㈱大和銀行（現㈱りそな銀行）入行

34,000株

平成12年７月 同行執行役員東京公務部長

平成15年６月 同行執行役営業推進本部長

平成16年６月 当社取締役

平成16年10月 当社取締役経理部長

平成22年６月 当社常務取締役経理部長

平成23年４月 当社常務取締役

現在に至る

⑦ 保 坂
ほ さ か

正 美
ま さ よ し

(昭和24年５月８日生)

昭和47年４月 当社入社

38,000株

平成15年４月 当社水産部水産第３部長

平成16年６月 当社仙台支社長

平成20年６月 当社総務部長

平成22年６月 当社取締役総務部長

現在に至る

⑧ 松 行
ま つ ゆ き

健 一
け ん い ち

(昭和28年２月20日生)

昭和50年４月 当社入社

43,000株

平成12年８月 当社大阪支社食品部長

平成14年４月 当社東京支社食品部長

平成17年４月 当社水産加工部水産加工第２部長

平成18年４月 当社常温食品部長

平成22年６月 当社取締役常温食品部長

平成25年４月 当社取締役調理冷凍食品部長

現在に至る

⑨ 雲 津
く も つ

雅 行
ま さ ゆ き

(昭和25年12月19日生)

昭和50年４月 当社入社

36,000株

平成13年８月 当社大阪支社水産部長

平成15年４月 当社水産部水産第２部長

平成17年４月 当社水産部水産第１部長

平成18年４月 当社札幌支社長

平成22年６月 当社東京支社長

平成23年６月 当社取締役東京支社長

現在に至る

⑩ 井 上
い の う え

　 誠
まこと

(昭和32年12月５日生)

昭和55年４月 当社入社

11,000株

平成16年６月 当社水産部水産第３部長

平成17年４月 当社水産部水産第２部長

平成18年４月 当社水産冷凍食品部長

平成22年６月 当社大阪支社長

平成24年６月 当社取締役大阪支社長

現在に至る
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番号
氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
候補者の有する
当社の株式数

⑪
※

矢 澤
や ざ わ

久 和
ひ さ か ず

(昭和27年２月28日生)

昭和50年４月 当社入社

11,000株
平成18年６月 当社業務部長

平成23年４月 当社経理部長

現在に至る

(注) 1．※印は新任の取締役候補者であります。
　 2．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　 3．現在当社の取締役である各候補者の当社における担当は、事業報告「4.(1)取締役及び監査

役の氏名等」（14ページ）に記載のとおりであります。

　 第４号議案　監査役１名選任の件

　監査役荒砥 誠氏は、本総会終結の時をもって、監査役を辞任されますの

で、監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
候補者の有する
当社の株式数

上 島 幹 雄
う え し ま み き お

（昭和23年６月３日生）

昭和46年４月 当社入社

21,000株

平成13年６月 当社業務部長

平成18年６月 当社企画部長

平成25年４月 当社企画部付

現在に至る

(注) 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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　 第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任を

お願いするものであります。

　なお、本議案の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の

決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び重要な兼職の状況
候補者の有する
当社の株式数

長 谷
は せ が わ

川 俊 明
と し あ き

（昭和23年９月13日生）

昭和52年４月 弁護士登録

0株
昭和57年１月 大橋・松枝・長谷川法律事務所

パートナー
平成２年１月 長谷川俊明法律事務所開設

現在に至る

(注) 1. 長谷川俊明氏は当社と顧問契約を締結しております。
2. 長谷川俊明氏は社外監査役候補者であります。
3. 長谷川俊明氏は弁護士であり、法律の専門家として主としてコンプライアンス等の観点よ

り経営監視機能の充実が図れるものと考えます。また、同氏が職務を適切に遂行すること
ができるものと判断した理由は、前述の実務経験を有することなどを総合的に勘案したた
めであります。

以 上
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【インターネットによる議決権行使のご利用上の注意点】

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、ご行

使下さいますようお願い申し上げます。

　当日ご出席の場合は、議決権行使書の郵送又はインターネットによる議決権行使

のお手続きはいずれも不要です。

記

1.議決権行使サイトについて

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯

電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使

サイト(http://www.evote.jp/)にアクセスしていただくことによってのみ実施

可能です。(ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止しま

す。)

※「iモード」は㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」

は米国Yahoo!Inc.の商標又は登録商標です。

(2) パソコン又はスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続に

ファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定さ

れている場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利

用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

(3) 携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれ

かのサービスをご利用下さい。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信

（SSL通信）及び携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

(4) インターネットによる議決権行使は平成25年６月24日(月曜日)の午後５時

45分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等が

ございましたら次ページのヘルプデスクヘお問い合わせ下さい。

2.インターネットによる議決権行使方法について

(1) 議決権行使サイト(http://www.evote.jp/)において、議決権行使書用紙に

記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案

内に従って賛否をご入力下さい。

(2) 株主様以外の第三者による不正アクセス(“なりすまし”)や議決権行使内

容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮

パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承下さい。

(3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご

通知いたします。
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3.複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インタ

ーネットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますので

ご了承下さい。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に

行使された内容を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォ

ンと携帯電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を

有効とさせていただきます。

4.議決権行使サイトヘのアクセスに際して発生する費用について

　議決権行使サイトヘのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続

料金・電話料金等）は株主様のご負担となります。また、携帯電話をご利用の

場合は、パケット通信料・その他携帯電話利用による料金が必要になります

が、これらの料金も株主様のご負担となります。

システム等に関するお問い合わせ

　 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

　 電 話 0120-173-027 (通話料無料)

　 受付時間 午前9時から午後9時

《機関投資家の皆様へ》

　 議決権行使の方法として、「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いた

　だけます。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 東京都千代田区平河町二丁目４番１号
　 都市センターホテル（日本都市センター会館内）

３階 コスモスホール

交 通 機 関 と 所 要 時 間

◆東京メトロ 麹町駅（有楽町線）１番出口より徒歩約４分
◆東京メトロ 永田町駅（半蔵門線・有楽町線）５番出口より徒歩約４分
◆東京メトロ 永田町駅（南北線）９ｂ番出口より徒歩約３分
◆東京メトロ 赤坂見附駅（丸ノ内線・銀座線）Ｄ出口より徒歩約８分
◆都バス 平河町二丁目・都市センター前(新橋駅⇔市ヶ谷駅⇔小滝橋車庫前)

　 お願い：当日は駐車場をご用意しておりませんので、公共交通機関等を
　 ご利用いただきますようお願い申し上げます。
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